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平 成 １ ３ 年 度 包 括 外 部 監 査 結 果 の 概 要

１ 監査テーマ

第 １ 補 助 金 に つ い て

第 ２ 港湾等整備事業特別会計について

２ 包 括 外 部 監 査 人 及 び 補 助 者

包 括 外 部 監 査 人 島 田 清 （弁護士）

補 助 者 福 山 正 雄 （ 公 認 会 計 士 ）

井 関 勝 令 （ 公 認 会 計 士 ）

３ 監 査 結 果

第 １ 県の財政と補助金

（ １ ） 補 助 金 は 任 意 的 支 出 で あ る 。 こ の た め ， 公 益 上 の 必 要 性

， ，の 判 断 補助事業目的の達成の検証を慎重になすべきであり

か つ こ れ ら の 判 断 基 準 も 社 会 観 な か ん ず く 国 家 や 地 方 公 共 団

体 の 役 割 の 変 化 と と も に 変 容 を と げ る 。 し か も ， 平 成 １ ２ 年

度 に お け る 年 度 末 の 県 債 残 高 が 億 万 円 に 達 し て い8,274 9,729

る 現 状 に 鑑 み れ ば ， 補 助 金 の 支 出 に つ い て は よ り 慎 重 で な け

れ ば な ら な い 。

（ ２ ） 今 回 の 包 括 外 部 監 査 で は 「 補 助 金 」 の み に 限 定 し て 補 助，

件数，支出済額を調査した。

こ の 調 査 結 果 に よ れ ば ， 補 助 金 支 出 済 額 は 一 般 会 計 ， 特 別

会 計 の 合 計 で 億 万 円 で あ り ， こ の う ち 国 費 負402 3,396 6,403

担 額 を 除 い た 県 資 金 に よ る 補 助 金 額 は 億 万 円214 4,678 4,150

である。

（ ３ ） 一 般 会 計 か ら の 補 助 金 額 億 万 円 は ， 一 般 会402 2,507 1,403

6,371 8,849 5,987 6.3計 全 体 の 収 入 額 億 万 円と対比するとその

214 3,788 9,150％である。しかし，県資金による補助金額 億 万

円は県独力稼ぎ額 億 万 円 の ％にも当たる。1,786 4,021 4,589 12

第 ２ 個 別 的 補 助 金 の 対 象 選 定 理 由



- 2 -

,平 成 １ ２ 年 度 に お け る 財 政 援 助 団 体 へ の 補 助 金 の う ち で

,県 単 独 補 助 金 が 高 額 上 位 で あ る 補 助 事 業 を 選 定 す る こ と し

次 の ３ 分 野 に お け る も の を 各 々 抽 出 し て 監 査 対 象 と し た 。

（１）職員関係団体への補助金

（２）スポーツ関係の補助金

（３）民間企業への補助金

第 ３ 個 別 的 補 助 金 の 具 体 的 内 容 と 問 題 点

（ １ ） 徳 島 県 職 員 互 助 会 事 業 補 助 金

ア 補助の理由

， ，地 方 公 務 員 法 第 ４ ２ 条 に は 地方公共団体は職員の保健

元 気 回 復 そ の 他 厚 生 に 関 す る 事 項 に つ い て 計 画 を 樹 立 し ，

こ れ を 実 施 し な け れ ば な ら な い と 規 定 さ れ て い る 。

イ 補助金使用対象事業及び補助金の決定方法

補 助 金 使 用 対 象 事 業 は 短 期 経 理 事 業 及 び 保 健 経 理 事 業 で

あ り ， 補 助 金 の 決 定 方 法 に つ い て は ， 平 成 １ １ 年 度 補 助 金

か ら ， 会 員 に よ る 支 払 会 員 掛 金 （ 会 費 ） 総 額 と 補 助 金 額 と

を ほ ぼ 同 等 額 と す る こ と と し て い る 。

（ 平 成 １ ２ 年 度 補 助 金 支 出 額 億 万円）1 8,800

ウ 監査結果及び問題点

（ ア ） 補 助 金 額 は 会 員 掛 金 総 額 と ほ ぼ 同 等 額 に 合 わ せ る よ

う に し て い る が ， そ の 理 由 に は 合 理 性 が 乏 し い と 思 わ

。 。れ る 補助金額の決定方法は別途に考えるべきである

（ イ ） 補 助 対 象 事 業 に お け る 補 助 金 額 は 掛 金 額 を 超 過 し て

お り ， 上 記 の よ う な 同 等 額 と は な っ て い な い 。

（ ウ ） 補 助 金 の 使 用 残 が 当 期 利 益 の 一 部 と し て 残 り ， こ れ

が 資 産 と し て 蓄 積 さ れ て い る 。

（ エ ） 保 健 経 理 事 業 の 利 益 で 形 成 さ れ た 資 産 の 一 部 が ， 補

助 金 使 用 対 象 事 業 で は な い 貸 付 経 理 に お い て ， 貸 付 資

金 と し て 使 わ れ て い た 。
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（ オ ） 短 期 経 理 事 業 に お い て 職 員 互 助 会 が 会 員 の 死 亡 保 険

掛金を会員にかわって払い込みをしている。

個 人 の 保 険 掛 金 に 補 助 金 の 負 担 部 分 が 使 わ れ て い る

ことについては，一考を要する。

（ カ ） 保 健 経 理 事 業 に お い て 職 員 退 職 者 会 へ 補 助 金 を 支 出

し て い る 。 今 後 検 討 を 要 す る 。

（ キ ） 保 健 経 理 事 業 の う ち 多 額 を 占 め る 厚 生 費 に は ， 会 員

の 私 的 旅 行 費 助 成 ， 展 覧 会 等 入 場 券 購 入 助 成 等 が あ る

が ， 保 健 経 理 事 業 に お け る 原 資 は そ の 約 ７ ９ ％ が 補 助

金である。

（ ク ） 徳 島 県 職 員 互 助 団 体 に 関 す る 規 則 第 ３ 条 第 １ 号 は ，

職 員 の 療 養 に 対 す る 給 付 を 加 え る よ う 改 正 を 行 う べ き

で あ る 。

（２）徳島県教職員福利厚生事業費補助金

ア 補助の理由

職員互助会について述べたところと同じ。

イ 補助金使用対象事業及び補助金の決定方法

補 助 金 使 用 対 象 事 業 は 短 期 給 付 事 業 と 福 祉 事 業 で あ り ，

補 助 金 の 決 定 方 法 に つ い て は ， 組 合 員 掛 金 （ 会 費 ） 総 額 の

約 ８ ０ ％ 相 当 額 を 補 助 金 額 と し て い る 。

（平成１２年度補助金支出額 億 万円）2 6,200

ウ 監査結果及び問題点

（ ア ） 補 助 金 は 短 期 給 付 事 業 と 福 祉 事 業 に つ い て の み 使 用 さ

れ て い る が ， 県 に お い て そ の 使 用 対 象 事 業 を 是 認 す る の

で あ れ ば ， 職 務 遂 行 方 法 を 定 め た 補 助 金 交 付 要 綱 に お い

て明示しておくべきである。

（ イ ） 短 期 給 付 事 業 会 計 は 損 失 が 出 て こ れ を 積 立 金 ， 準 備 金

の 取 崩 し で 対 処 し た が ， 福 祉 事 業 会 計 で は 当 期 利 益 を 出

している。

（ ウ ） 福 祉 事 業 会 計 で は 毎 年 の よ う に 貸 付 金 等 特 別 会 計 へ 多
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額 の 資 金 を 繰 出 金 と し て 移 動 さ せ て い る 。 結 局 の と こ

ろ ， 補 助 金 の 使 用 残 金 が 補 助 金 使 用 対 象 事 業 で は な い 貸

付 金 等 特 別 会 計 で 運 用 さ れ ， あ る い は 資 産 と し て 蓄 積 さ

れている。

（ エ ） 教 職 員 互 助 組 合 の 資 産 は 県 か ら の 補 助 金 を 受 給 し な が

ら 形 成 さ れ た も の で あ る 。 こ れ を 退 会 慰 労 金 と し て 組 合

員 に 払 戻 給 付 す る こ と に つ き ， そ の 見 直 し を 検 討 す べ き

である。

（ オ ） 単 身 組 合 員 給 付 及 び 退 職 者 家 族 旅 行 助 成 の う ち ， 旅 行

券 の 支 給 に か か る 助 成 に つ い て は ， 旅 行 券 の 使 用 の 有 無

についての旅行後の報告を徴していない。

（ カ ） 短 期 給 付 事 業 の う ち 保 険 加 入 掛 金 に 補 助 金 が 使 用 さ れ

て い る 。 職 員 互 助 会 で 述 べ た と こ ろ と 同 様 に 一 考 を 要 す

る。

（ キ ） 補 助 金 額 を 掛 け 金 総 額 の 約 ８ ０ ％ 相 当 と す る 決 定 方 法

は 合 理 性 が 乏 し い と 思 わ れ る 。 他 の 方 法 を 考 え る べ き で

ある。

（ ３ ） 徳 島 県 警 察 職 員 互 助 会 補 助 金

ア 補助の理由

職員互助会について述べたところと同じ。

イ 補助金使用対象事業及び補助金の決定方法

補 助 金 使 用 対 象 事 業 は 給 付 事 業 と 厚 生 事 業 で あ り ， 補 助

金 の 決 定 方 法 に つ い て は ， 平 成 １ １ 年 度 か ら 補 助 金 額 を 掛

金 総 額 と ほ ぼ 同 額 と す る と い う 方 法 に よ っ て い る 。

（平成１２年度補助金支出額 万 円 ）7,900

ウ 監査結果及び問題点

（ ア ） 徳 島 県 警 察 補 助 金 交 付 要 綱 第 ２ 条 に つ い て ， 構 成 員 の

療 養 に 対 す る 給 付 を 加 え る よ う 早 急 に 要 綱 を 改 正 す べ き

である。

（ イ ） 補 助 対 象 事 業 に お け る 補 助 金 額 は ， 掛 金 額 を 超 過 し て
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おり，上記のような同等額とはなっていない。

職 員 互 助 会 の 項 で 述 べ た と お り ， 補 助 金 額 を 掛 金 総 額

と ほ ぼ 同 額 と す る と の 決 め 方 自 体 に 合 理 性 が 乏 し い と 思

わ れ る の で ， 補 助 金 額 の 決 定 方 法 は 別 途 に 考 え る べ き で

ある。

（ ウ ） 損 益 計 算 書 に よ れ ば ， 給 付 及 び 厚 生 の ２ 事 業 と も 利 益

， 。金があり それぞれ事業改善積立金に繰入れられている

（ エ ） リ フ レ ッ シ ュ 活 動 助 成 金 は ， 会 員 か ら の 実 費 費 用 給 付

申 請 に 応 じ て 現 金 を 給 付 す る が ， そ の 使 用 事 実 の 確 認 手

続 が で き て い な い 。 受 給 金 の 使 用 事 実 の 確 認 手 続 が 必 要

である。

（４）職員互助団体への補助金と「公益上の必要」性

ア 補 助 金 が 投 入 さ れ る 職 員 互 助 団 体 の 事 業 に お い て は ， そ

れ に よ っ て 職 員 全 体 の 公 務 に 対 す る 意 欲 及 び 忠 誠 心 が 高 ま

り ， ひ い て は 県 民 全 体 が 利 益 を う け て い る と い う 説 明 が 必

要 で あ る 。 し か し ， 現 下 の 諸 情 勢 の 下 に お い て も ， か か る

説 明 が 県 民 か ら 十 分 な 支 持 を と り つ け ら れ て い る か ど う か

は検討を要する。

イ 職 員 互 助 団 体 間 に お け る 「 公 益 上 の 必 要 性 」 に つ い て

の認識の差

（ ア ） ３ 職 員 互 助 団 体 が 行 う 事 業 の 一 部 に お い て ， ３ 職 員

互 助 団 体 及 び 担 当 課 に お け る 公 益 性 の 判 断 が そ れ ぞ れ

で相違しているように見えるものがある。

（ イ ） 補 助 金 額 を 会 員 掛 金 総 額 と の 比 率 で 決 定 す る た め ，

補 助 金 の 妥 当 額 を 年 度 ご と に チ ェ ッ ク し て い な い 。

（ ウ ） 実 績 報 告 書 に は ， 補 助 金 が 現 実 に 使 用 さ れ た 具 体 的

事業の内訳が添付されていない。

ウ 公 益 上 の 必 要 性 は 当 該 地 方 公 共 団 体 の 置 か れ て い る 社 会

的 ， 経 済 的 状 況 ， 補 助 金 交 付 が 住 民 等 に も た ら す 利 益 ， 補

助 金 の 額 な ど を 総 合 的 に 勘 案 し て 判 断 さ れ る 。 そ う で あ れ
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ば ， 過 去 か ら の 引 き 継 ぎ と し て 旧 来 の 手 法 で 補 助 金 交 付 手

続 に 臨 む と い う の で は な く ， 現 状 を 見 据 え た 新 た な 視 点 で

の改革を期待したい。

（５） 財団法人徳島県スポーツ振興財団運営事業補助金

ア 交付先団体及び補助対象事業内容

（財）徳島県スポーツ振興財団

ス ポ ー ツ 競 技 水 準 の 向 上 ， ス ポ ー ツ 普 及 振 興 に 必 要 な 指

導 者 派 遣 事 業 ， ス ポ ー ツ 教 室 開 催 ， ス ポ ー ツ 大 会 開 催 な

ど

イ 補助金額の決定方法

管 理 費 及 び 事 業 費 の 積 算 に よ り 補 助 金 額 を 決 定 し ， 年 ４

回 に 分 割 し て 支 払 い を す る 。 年 度 末 に 現 実 の 支 出 額 に 補 助

金 額 を 合 致 さ せ ， 額 を 確 定 さ せ る 。

（平成１２年度補助金支出額 億 万 円 ）1 2,462 9,000

ウ 監査結果及び問題点

補 助 金 で 給 料 等 支 給 を な す 対 象 と さ れ て い る 関 係 職 員 の

う ち １ ２ 名 は 他 の 組 織 へ 専 従 派 遣 さ れ て い る 状 態 に あ る 。

ス ポ ー ツ 振 興 財 団 で 就 業 せ ず に ， 他 の 派 遣 先 団 体 に お い

て 当 該 団 体 等 の 業 務 に 専 従 就 業 す る 者 の 人 件 費 を 負 担 す る

こ と は ， ス ポ ー ツ 振 興 財 団 へ の 補 助 金 が ， 派 遣 先 団 体 の 人

件費として使われていることになる。

（６） 徳島県スポーツ・レクリエーション祭開催事業補助金

ア 補助金交付先団体とその事業内容

徳島県スポーツ・レクリエーション祭実行委員会

（ア）スポーツ・レクリエーション祭を実施する。

（ イ ） 生 涯 ス ポ ー ツ 普 及 振 興 の た め の 講 演 会 ， 研 修 会 を 開

催 す る 。

イ 補助金額の決定方法

各 ス ポ ー ツ 団 体 （ 市 町 村 を 含 む ） へ の 配 分 金 額 及 び 事 務
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局費の積算額をもって補助金額と決定する。

（平成１２年度補助金支出額 万 円 ）1,772 5,000

ウ 監査結果及び問題点

( ア ) 補 助 金 交 付 を 受 け て い る ス ポ ー ツ 団 体 に は ， 軟 式 野

球 な ど の ほ か ， 民 謡 （ フ ォ ー ク ダ ン ス ， フ ァ ミ リ ー）

ハ ゼ 釣 り ， 健 康 づ く り ， ス ポ ー ツ マ ッ サ ー ジ ， ふ る さ

と 探 訪 な ど ６ ８ 種 類 の 団 体 が 名 を 連 ね て い る 。 い わ ゆ

るばらまき補助金と考えられる。

（ イ ） ス ポ ー ツ ・ レ ク リ エ ー シ ョ ン 祭 の 実 施 日 時 は 各 団 体

の 都 合 に よ っ て 統 一 さ れ て お ら ず ， 県 民 へ の 周 知 は 不

徹 底 で あ る 。

（ ウ ） 教 育 委 員 会 及 び 実 行 委 員 会 で は 各 主 催 団 体 か ら 参 加

人 員 の 報 告 を 受 け て い る が ， そ の 実 態 及 び 補 助 の 成 果

に つ い て は 十 分 な 検 証 が で き て い な い 。

（７） 国民体育大会関係補助金

ア 監 査 対 象 と し た 国 民 体 育 大 会 に 向 け た 補 助 金 及 び そ の 交

付先は次のとおりである。

（ ア ） 国 民 体 育 大 会 派 遣 事 業 補 助 金

（財）徳島県体育協会

（イ）国民体育大会四国ブロック大会派遣事業補助金

（財）徳島県体育協会

（ ウ ） 競 技 力 向 上 対 策 事 業 費 補 助 金

（財）徳島県体育協会ほか４団体

イ 補助金交付先団体とその事業内容

（ ア ） 国 民 体 育 大 会 及 び そ の た め の 選 抜 大 会 で あ る 四 国 ブ

ロ ッ ク 大 会 へ の 参 加 費 用 の 一 部 補 助

（ イ ） 国 民 体 育 大 会 に 県 か ら 参 加 す る 候 補 選 手 の 競 技 力 の

維 持 ， 向 上 を 図 る 。

ウ 補助金額の決定方法

（ 財 ） 徳 島 県 体 育 協 会 に お け る 事 業 経 費 及 び 同 協 会 か ら
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再 補 助 金 の 交 付 を 受 け る 各 ス ポ ー ツ 競 技 団 体 の 事 業 経 費 を

積 算 し た 額 と し て い る 。

（平成１２年度補助金支出額 億 万 円 ）1 8,665 1,000

エ 監査結果及び問題点

（ ア ） こ れ ら の 補 助 金 が ス ポ ー ツ の す そ 野 を 広 げ ， 県 民 意

識 を 高 揚 す る と い っ た 面 を 考 慮 し つ つ も ， コ ス ト と 対

比 し て ， 国 体 で の 県 の 成 績 が そ れ に 見 合 う も の か ど う

か と い う 観 点 か ら の 考 察 も 必 要 で あ る 。

（ イ ） し か も ， 今 日 の よ う に 繁 栄 を な し ， 物 資 も 豊 富 で 個

人 的 に 調 達 で き る 社 会 状 況 下 に お い て ， な ぜ ス ポ ー ツ

を 愛 好 す る こ と に 他 人 の お 金 （ 税 金 ） を 使 う の か と い

う こ と へ の 疑 問 や ， ひ い て は 都 道 府 県 の 対 抗 試 合 と し

て の 国 民 体 育 大 会 の 存 在 自 体 を 疑 問 視 す る 意 見 も 出 る

よ う に な っ て い る 。

（ ウ ） 補 助 金 交 付 先 は （ 財 ） 徳 島 県 体 育 協 会 で あ る た め ，

年 度 末 に お け る 実 績 報 告 は 同 協 会 か ら 県 へ 提 出 さ れ

る 。 し か し ， 現 実 に 補 助 金 を 使 用 し た の は 主 に ス ポ ー

ツ 競 技 団 体 で あ る た め ， 同 協 会 か ら の 報 告 内 容 は 書 類

上 の 形 式 的 な も の と な っ て い て ， 補 助 金 の 使 用 実 態 に

つ い て の 十 分 な 検 証 が で き て い な い 。

（ エ ） 特 に ， 競 技 力 向 上 対 策 事 業 に つ い て は ， 実 績 報 告 書

の 書 類 審 査 だ け で な く ， 各 競 技 団 体 か ら ， 領 収 書 等 実

施 し た 強 化 内 容 が 確 認 で き る 書 類 を 実 績 報 告 書 に 併 せ

て 提 出 さ せ る こ と や ， 当 該 事 業 に 関 し て 同 協 会 及 び 各

競 技 団 体 に 対 す る 現 地 調 査 を 実 施 す る こ と が 重 要 で あ

る 。

（ ８ ） 高 度 技 術 型 産 業 立 地 促 進 事 業 補 助 金 ， ニ ュ ー フ ァ ク ト リ

ー 等 導 入 促 進 事 業 補 助 金

ア 事業内容
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企 業 が 県 内 に 工 場 等 を 設 置 す る 場 合 に 一 定 の 要 件 に 該 当

す る と き は ， 県 か ら 奨 励 指 定 を 受 け た 企 業 に 補 助 金 を 交 付

する。

イ 補助金額の決定方法

徳 島 県 企 業 立 地 促 進 補 助 金 交 付 要 綱 に お い て ， 補 助 対 象

経費，補助金の額，限度額が定められている。

（平成１２年度補助金支出額 万 円 ）7,485 2,000

ウ 監査結果及び問題点

（ ア ） 平 成 ８ 年 度 以 来 の 補 助 対 象 企 業 ９ 社 の う ち ５ 社 は 県

外 か ら の 企 業 で あ り ， 新 規 地 元 雇 用 と 税 徴 収 増 に つ な

が っ た と 思 わ れ る 。

（ イ ） 補 助 対 象 事 業 に つ き ， 補 助 対 象 と な っ た プ ラ ス チ ッ

ク 再 生 装 置 の 購 入 等 経 費 の う ち 補 助 対 象 経 費 を 特 定 す

る 書 類 を 徴 し て い な か っ た 。

（９）小売・卸売商業安定化事業費補助金

ア 補助目的

県 内 の 小 売 り ・ 卸 売 り 事 業 の 販 売 ， 加 工 処 理 過 程 に お い

て 生 じ る 畜 産 副 産 物 及 び 魚 介 類 の ア ラ を 適 正 に 処 理 す る こ

と に よ り ， 小 売 業 ， 卸 売 業 自 体 の 事 業 の 安 定 化 に 資 す る こ

と を 目 的 と し て い る 。 た だ し ， 小 売 業 者 及 び 卸 売 業 者 に 対

す る 補 助 金 交 付 で は な く ， そ の 副 産 物 を 処 理 す る 化 製 業 者

で あ る Ｊ 企 業 に 対 し て 補 助 金 を 交 付 す る と い う ス タ イ ル に

な っ て い る 。

イ 補助金額の決定方法

県 内 の 小 売 り ・ 卸 売 り 業 者 の 販 売 ， 加 工 処 理 過 程 で 生 じ

る 畜 産 副 産 物 等 を 適 正 に 処 理 す る た め に ， 必 要 か つ 適 当 と

認 め た 経 費 に つ い て ， そ の ２ 分 の １ 以 内 で 万 円 を 限7,000

度とする。

（平成１２年度補助金支出額 万 円 ）7,000
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（ ） 食 鳥 副 産 物 有 効 利 用 促 進 事 業 補 助 金10

ア 補助の理由

県 内 の 食 鳥 処 理 場 か ら 排 出 さ れ る 食 鳥 副 産 物 を 適 正 に 処

理 す る こ と に よ り ， 県 内 養 鶏 産 業 の 振 興 と 畜 産 環 境 の 保 全

を 目 的 と し て い る 。 こ の 補 助 金 も 食 鳥 副 産 物 を 処 理 す る 化

製業者であるＪ企業に対して交付されている。

イ 補助金額の決定方法

県 内 の 食 鳥 処 理 場 か ら 排 出 さ れ る 食 鳥 副 産 物 を 飼 料 ， 肥

料 原 料 と し て 再 資 源 化 す る の に 必 要 か つ 適 当 と 認 め た 経 費

に つ い て ， そ の ２ 分 の １ 以 内 で 億 万 円 を 限 度 と す1 5,000

る 。

（平成１２年度補助金支出額 億 万 円 ）1 5,000

（ ） と ち く 場 等 衛 生 確 保 対 策 事 業 補 助 金11

ア 補助の理由

（ ア ） と ち く 場 で あ る 徳 島 市 立 食 肉 セ ン タ ー に 対 し て は ，

食 肉 処 理 過 程 に お け る 食 中 毒 菌 等 に よ る 汚 染 を 防 止 し

て ， 安 全 な 食 肉 の 確 保 を 図 る こ と を 目 的 と す る 。

（ イ ） 化 製 場 で あ る Ｊ 企 業 に 対 し て は ， 食 肉 生 産 過 程 に お

渣物を適正処理することによって環境衛い て 発 生 す る 残

生の保全を図り，県民の公衆衛生の発展に寄与すること

を目的とする。

イ 補助金額の決定方法

（ア）徳島市立食肉センター

と ち く 場 に お け る と さ つ ， 解 体 過 程 ， 食 肉 生 産 過 程 に

お け る 対 策 経 費 ， 食 肉 衛 生 啓 発 経 費 の ２ 分 の １ 以 内 で

万円を限度とする。1,000

（平成 年 度 補 助 金 支 出 額 万 円 ）12 1,000

（ イ ） Ｊ 企 業

県 内 の 食 肉 セ ン タ ー 等 の 食 肉 生 産 過 程 に お い て 発 生 す

渣 物 を 適 正 処 理 す る た め に 必 要 か つ 適 当 と認める経る 残
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費につき，その２分の１以内で 万円を限度とする。8,000

（平成１２年度補助金支出額 万 円 ）8,000

( ) 上 記 ９ な い し １ １ の 補 助 金 に か か る 監 査 結 果 及 び 問 題 点12

ア ３ 補 助 金 の 交 付 要 綱 で は ， 補 助 金 額 の 決 定 は 「 必 要 か つ

適 当 と 認 め た 経 費 」 に つ き ２ 分 の １ 以 内 で 限 度 額 を 定 め て

お り ， 事 業 損 益 に お け る 赤 字 の 発 生 は 補 助 金 交 付 の 要 件 と

は さ れ て い な い 。 し た が っ て ， こ れ ら 補 助 金 交 付 は 交 付 要

綱 に 則 り 支 給 さ れ た も の と い え る 。

イ し か し ， こ れ ら 補 助 金 が 事 業 経 費 の 一 定 割 合 を 補 助 す る

， ，ものであるとしても 企業に対する補助金の決定に当たり

補 助 事 業 に か か る 事 業 損 益 の 実 態 を 考 慮 せ ず に な さ れ る こ

とが適切な処置といえるかどうかは別論である。

ウ ３ 補 助 金 の 交 付 先 で あ る Ｊ 企 業 か ら 県 へ 提 出 さ れ て い る

実 績 報 告 書 は ， 県 内 産 原 料 に つ い て の 事 業 経 費 の み に つ き

な さ れ て い る 。 監 査 過 程 に お い て 試 算 し た 数 値 で は 県 内 産

原 料 に つ い て の 事 業 損 益 の 赤 字 額 は 補 助 金 額 を 下 回 っ て い

た 。

渣 物 の 処 理 ，再 資 源 化 に お けエ 今 後 は ， 県 内 の 副 産 物 ・ 残

る事業損益の報告を徴し，補助金を決定する際の重要な資料

とすべきである。

オ 実 績 報 告 書 を 受 け て 県 が 行 う 現 地 調 査 に つ い て は ， 調 査

の 方 法 及 び 調 査 結 果 を 記 録 し た 文 書 類 は 作 成 さ れ ず ， 調 査

に 当 た っ た 職 員 が 口 頭 に よ り 復 命 し て い る 。 今 後 は ， 調 査

の 手 続 き マ ニ ュ ア ル を あ ら か じ め 定 め て お き ， こ れ に 基 づ

い て 実 施 し た 経 緯 ， 結 果 を 文 書 に し て 残 す よ う に す べ き で

ある。

第 ４ 港 湾 等 整 備 事 業 特 別 会 計

（１）概要

地 方 財 政 法 等 に よ れ ば ， 港 湾 整 備 事 業 は 公 営 企 業 に 該 当
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し ， 特 別 会 計 を 設 け て 処 理 す る こ と ， 独 立 採 算 制 を 原 則 と

す る こ と が 要 求 さ れ ， 県 に お い て も ， 昭 和 ３ ９ 年 条 例 に よ

り港湾等整備事業特別会計を設置している。

（ ２ ） 監 査 結 果 及 び 問 題 点

ア 企 業 会 計 の 導 入

港 湾 等 整 備 事 業 特 別 会 計 は 官 庁 会 計 方 式 を 採 用 し て

お り ， 貸 借 対 照 表 ， 損 益 計 算 書 と い っ た 財 務 諸 表 の 作

成 は 行 わ れ て い な い 。 港 湾 等 整 備 事 業 特 別 会 計 は ， そ

の 性 格 及 び 現 状 か ら 見 て 企 業 会 計 方 式 を 適 用 す る の が

妥 当 と 考 え る 。

イ 事業計画

（ ア ） 港 湾 等 整 備 事 業 特 別 会 計 は 独 立 採 算 制 を 原 則 と し

て い る が ， 地 方 公 共 団 体 に よ っ て 経 営 さ れ て い る 公

営 企 業 は ， 採 算 を 取 る こ と が 困 難 な 場 合 に も 公 共 的

必 要 か ら 事 業 の 実 施 が 必 要 に な る 場 合 が あ る 。 従 っ

て ， 事 業 の 実 施 に 当 た っ て は 採 算 に つ い て 検 討 し ，

採 算 性 と 公 共 性 を 比 較 考 量 し た 上 で の 事 業 実 施 と い

う 視 点 が 必 要 で あ っ て ， 収 支 予 想 を 含 め た 適 切 な 事

業 計 画 の 存 在 が 必 要 不 可 欠 で あ る 。

（ イ ） そ こ で 平 成 １ ２ 年 度 末 に お け る 企 業 債 未 償 還 残 高

が 多 額 で あ る 小 松 島 港 赤 石 地 区 整 備 事 業 と 橘 港 公 共

用 地 整 備 事 業 の 事 業 計 画 を 見 て み た 。

（ウ）事業計画の検討結果

こ れ ら の 収 支 計 画 に は ， 次 の と お り 問 題 点 が あ る 。

ａ こ れ ら ２ つ の 事 業 の 収 支 計 画 表 に お け る 使 用 料 等

の 算 出 を 供 用 可 能 部 分 が す べ て 利 用 さ れ ， 使 用 料 等

が ３ 年 ご と に ％ 上 昇 す る こ と を 前 提 に し て い る10

が ， 現 在 の 経 済 情 勢 か ら す れ ば 楽 観 的 と 思 わ れ る 。

ｂ 同 特 別 会 計 の 他 事 業 分 資 金 か ら の 借 入 れ が ， 多 額

に 発 生 し て い る 。 ま た ， 同 借 入 れ に つ い て は ， 資 金
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コ ス ト （ 利 息 ） を 計 上 し て い な い 。

ｃ 事業計画と実績との対比がなされていない。

ウ 人 件 費

小 松 島 港 開 発 事 務 所 の 一 般 職 員 ２ ２ 名 に つ い て ， 各

人 の 港 湾 等 整 備 事 業 特 別 会 計 の 事 務 従 事 比 率 は 単 純 平

均 で 約 ％ と な り ， 約 １ ０ 名 が こ の 特 別 会 計 の 事 務44

を 行 っ て い る こ と に な る が ， 実 際 に こ の 特 別 会 計 で 計

上 さ れ て い る 小 松 島 港 開 発 事 務 所 の 職 員 は ， ５ 名 で あ

る 。

エ 資 金 繰 り 状 況

（ ア ） 港 湾 等 整 備 事 業 特 別 会 計 に お け る 平 成 １ ２ 年 度 末

の 歳 入 歳 出 差 引 額 は ， 億 万 円 と な っ て41 4,816 2,915

お り ， 一 見 す る と 順 調 な 資 金 繰 り で あ る よ う に 見 え

48 3,900 6,616る 。 し か し ， こ れ は 前 年 度 か ら の 億 万

円 に 及 ぶ 繰 越 金 が あ っ た た め で あ り ， 平 成 １ ２ 年 度

の み の 単 年 度 収 支 で は ， 億 万 円 の 赤 字6 9,084 3,701

である。

（ イ ） 平 成 １ ０ 年 度 か ら 平 成 １ ２ 年 度 ま で の ３ 年 間 の 港

湾 施 設 使 用 料 と 施 設 等 管 理 費 の 推 移 に よ れ ば ， 毎 年

度 ～ 億 円 の 支 出 超 過 と な っ て い る 。 ま た ， 施6 8

設 等 管 理 費 は 、 そ の 大 部 分 を 企 業 債 償 還 金 ・ 利 子 が

占 め て い る 。 現 状 の 支 出 超 過 が 続 け ば ， 数 年 で 繰 越

金 が 枯 渇 し ， 将 来 の 県 財 政 の 圧 迫 要 因 と な る 。

（ ウ ） 平 成 １ ２ 年 度 に つ い て ， 港 湾 施 設 使 用 料 と 主 た る

支 出 で あ る 企 業 債 償 還 金 ・ 利 子 に つ い て 検 討 す る

と ， 平 成 １ ２ 年 度 に お け る 港 湾 等 整 備 事 業 特 別 会 計

の 支 出 超 過 の 原 因 は ， 沖 洲 （ 外 ） 地 区 に お い て 発 生

したものといえる。

オ 沖 洲 （ 外 ） 地 区 に お け る 収 支 の 分 析

（ ア ） 沖 洲 （ 外 ） 地 区 に お け る 事 業 は 「 沖 洲 （ 外 ） 地，
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区 整 備 （ 機 能 「 沖 洲 旅 客 タ ー ミ ナ ル 整 備 事 業 」）」，

及 び 「 小 松 島 港 コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル 等 整 備 事 業 」 の

３ 事 業 で あ る 。

（イ）問題点

ａ ３ 事 業 の 関 連 性 と 収 支 計 画 の 問 題 点

沖 洲 旅 客 タ ー ミ ナ ル 整 備 事 業 及 び 小 松 島 港 コ ン テ

ナ タ ー ミ ナ ル 等 整 備 事 業 の 収 入 に 対 応 す る 支 出 は ，

本 来 ， 沖 洲 （ 外 ） 地 区 整 備 （ 機 能 ） で 実 施 さ れ た 土

地 部 分 の 事 業 費 （ 若 し く は 土 地 の 使 用 コ ス ト ） も 含

む べ き も の で あ る が ， 収 支 計 画 で は ， タ ー ミ ナ ル ビ

ル ， 上 屋 建 設 等 に 要 す る 事 業 費 の み が 計 上 さ れ ， 土

地 部 分 の 事 業 費 の 按 分 額 は 計 上 さ れ て お ら ず ， 支 出

が 過 少 に 計 上 さ れ て い る 。

ま た ， 沖 洲 （ 外 ） 地 区 整 備 （ 機 能 ） で は ， 上 屋 等

の 収 入 が 沖 洲 旅 客 タ ー ミ ナ ル 整 備 事 業 及 び 小 松 島 港

コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル 等 整 備 事 業 に 帰 属 す る た め ， 収

入 が ほ と ん ど な い に も か か わ ら ず ， 多 額 な 元 利 金 支

払 等 の 支 出 が 発 生 し て い る 。

ｂ 収 入 計 画 算 定 上 の 問 題 点

沖 洲 旅 客 タ ー ミ ナ ル 整 備 事 業 及 び 小 松 島 港 コ ン テ

ナ タ ー ミ ナ ル 等 整 備 事 業 の 実 際 の 収 入 は ， 計 画 を 大

きく下回っている。

ｃ 沖洲旅客ターミナル整備事業の問題点

収 支 計 画 に お け る 収 入 が ， 明 石 海 峡 大 橋 開 通 以 後

も 従 来 の ペ ー ス で 増 加 す る こ と を 前 提 と し て お り ，

計 画 に お け る 甘 さ を 指 摘 さ れ て も や む を 得 な い 。

ｄ 現実性のある収支計画の必要性

沖 洲 （ 外 ） 地 区 の 収 支 計 画 は ， 上 記 ａ ～ ｃ の 各 問

題 点 及 び 特 別 会 計 か ら の 借 入 れ の 資 金 コ ス ト を 考 慮

し て い な い 点 が あ り ， も と も と 実 現 困 難 な 収 支 計 画
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の 策 定 で あ っ た と い わ れ て も ， や む を 得 な い 。

綿 密 な 需 要 予 測 ， 収 入 に 対 応 す る 支 出 の 網 羅 的 計

上 ， 特 別 会 計 借 入 金 の 資 金 コ ス ト の 認 識 等 を 行 っ た

現実性のある計画の立案が必要である。

ｅ 事 業 別 の 実 績 把 握 の 必 要 性

港 湾 等 整 備 事 業 特 別 会 計 で は ， 事 業 別 の 実 績 把 握

を 行 っ て お ら ず ， 収 支 の 実 態 が 顕 在 化 し て い な い 。

事 業 別 に 実 績 の 把 握 を 行 い ， 収 支 計 画 と 対 比 し ，

差異の原因分析を行うことが必要である。


